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あらまし レーダの変調方式において PN 符号を用いた符号変調 CW 方式は，高距離分解能化が可能である
が，その距離分解能は PN 符号のチップ幅に依存するため，高距離分解能化のためには高速の A/D 変換器が必
要となる．本論文では，等価時間サンプリング方式と符号変調 CW方式を組み合わせた方式を実用的な A/D変
換器を用いて高分解能が得られる手段として提案する．また，A/D変換器の追加に伴うハードウェア的負荷が許
容されるとき，検出された目標速度を用いて距離推定の前にドップラ補償を行うことで，ドップラの影響による
サイドローブ特性の劣化を抑制する手法を提案する．後者の手法ではまた，目標に対応する疑似信号を生成し，
受信信号に対して減算することで，検出できる目標電力の下限値が信号の最大電力から符号数に依存する電力差
に限られる課題及び弱信号に強信号のメインローブが重畳し弱信号の検出が困難となる課題の解決を図る．
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1. ま え が き

近年 79GHz帯のように広帯域（3GHz）が割り当て

られ，この広帯域な周波数を活用することで高分解能

を備えるレーダの研究開発が進められている．現在，

ITS産業分野で一般的に用いられているレーダ変調方

式として，低速の信号処理でかつ高い距離分解能が得

られる FMCW 方式があげられる [1]．FMCW 方式

における up掃引と down掃引のビート信号にはそれ

ぞれ目標の距離と速度の情報が重畳して含まれ，複数

目標環境下ではペアリングの課題 [2], [3]があり，追尾

フィルタ [4]などの処理で対処している．

これに対し，PN 符号を用いた符号変調 CW

(Continuous Wave)方式 [5], [6]は，ペアリングなく，

チップ幅に依存した距離分解能が得られる方式である

が，高距離分解能化のためには，数 GHzのサンプリ

ングレートとレーダに必要なダイナミックレンジ（bit

数）を備える A/D 変換器が必要となり，極めて高価

であり開発上の課題となる．
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一定周期で繰り返される広帯域な信号を実用的な

A/D 変換器（サンプリング周波数が数 MHz 程度以

下）を用いて，受信する手段として，受信信号をディ

ザリング（等価時間サンプリング（Equivalent Time

Sampling（ETS））する方法が知られている．等価時間

サンプリング方式は，観測時間内のサンプリング点数

の減少により，その信号処理で得られる S/N（Signal

to Noise ratio）改善能力は低いが，S/N が良好な環

境においては，低いサンプリングレートにて高分解能

が得られる方式である [7]．この等価時間サンプリング

方式と符号変調 CW方式を組み合わせた方式（本論文

では，提案法 (a)と呼ぶこととする）が実用的な A/D

変換器で高分解能を得る一つの手段として考えられる．

本論文では，もう 1台のA/D変換器（サンプリング

周波数は上記の A/D変換器と同程度）の追加に伴う

ハードウェア的負荷が許容されるとき，PN符号を用

いた符号変調 CW方式の課題（（ 1）距離推定におい

て，ピークサイドローブレベル（Peak Sidelobe Level

(PSL)）が符号長によって決まるので，最大受信電力

から検出できる目標電力の下限値が決められる [5], [6]．

（ 2）弱信号と近い距離に強信号が存在する場合，弱信

号に強信号のメインローブが重畳し，弱信号の検出が

困難となる．（ 3）目標のドップラの影響により，PSL

が符号数に依存する電力差よりも劣化する [8]．詳細
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は 2. 2. 1 で述べる）と等価時間サンプリングによる

S/N改善能力の低下に対処する方式（本論文では，提

案法 (b)と呼ぶこととする）を提案する．

本論文では，2. にて，提案法 (a) について受信信

号及び信号処理を定式化によって示す．また，2台の

A/D変換器を用いて PN符号を用いた符号変調 CW

方式のもつ課題の解決を図る提案法 (b)の受信信号及

び信号処理を定式化によって示す．3.では，提案法の

基本的な性能を示すために，移動 1目標環境，及び等

速複数目標環境下における実験結果，FMCW方式と

の比較として異速 2目標環境下での基礎実験結果を示

す．4.で本論文における結論を述べる．

2. 等価時間サンプリング符号変調 CW
方式

2. 1 提案法 (a)

2. 1. 1 提案法 (a)の概要

本章では，提案法（a）の送信信号・受信信号及び信

号処理ついて述べる．提案法 (a)は以下を基本とする．

1© 図 1に示すように送信波として PN符号にて符号

変調された符号変調 CWを採用する．

図 1 提案法 (a) におけるサンプリングタイミング（図中の矢印はサンプリングタイミン
グを示す．図は例として s = 2 のとき）

Fig. 1 Transmission sequence and sampling timing of the method (a). The arrows

in the figure indicates the sampling timing.

図 2 提案法 (a) の時間遅延サンプル k ごとに得られる sn 方向の受信信号
Fig. 2 Received signals obtained at each time delay sample in the method (a).

2© 図 1 に示すように，符号数 N，チップ幅 Tw の

PN符号を M 回繰り返し送信し，等価時間サンプ

リングより符号長（繰り返し周期）より 1 チップ

長いサンプリング周期にて符号方向の受信信号の

サンプル（サンプル番号 sn）を取得する．信号処

理において複素信号を扱うため，A/D変換器の前

には IQ検波器を有し，I信号，Q信号をそれぞれ

A/D変換を行う（後述の提案法 (b)についても同

様である）．

3© 図 2 に示すように時間遅延サンプル k (=

0, 1, . . . , N − 1) ごとの受信信号に対して，送信

信号を符号長より 1 チップ長いサンプリング周期

にてサンプリングした信号を参照関数として，複

素共役積をとることにより PN 符号の符号補正を

行う．

4© 符号補正後の受信信号に存在するドップラ周波数

を sn方向フーリエ変換で推定することで目標の速

度と距離が紐付して検出される．

等価時間サンプリング符号変調CW方式は，N ·Tw

の周期で M 回繰り返される符号変調 CWをチップ幅

Tw よりも 1チップ長いサンプリング周期 (N +1)Tw
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にて A/D変換することで，サンプリングレートの低

速化が可能となる．以下，提案法 (a)の送信信号・受

信信号の定式化，目標の相対速度と距離の推定法につ

いて述べる．

2. 1. 2 提案法 (a)における信号処理

提案法 (a)は図 1に示すように，PN符号にて符号

変調された CW信号を繰り返し送信する．このとき，

符号数を N (n = 0, 1, . . . N − 1)とすると送信波は以

下の式で表される．

Tx(t) = exp[j(2πfct + ϕ)] exp[jφn](
n =

⌊
mod(t, Tw · N)

Tw

⌋)
(1)

ここで，fc は搬送波周波数，φn は PN符号の変調符

号項，ϕ は n に依存しない初期位相項を表す．ここで

mod(x, y) は，x を y で除算したときの剰余，�x� は
x の整数部を表す．また，この送信波に対して，受信

波はドップラシフト及び時間遅延 τ の影響を受けて，

Rx(t, n)

= exp[j(2π(fc + fd)t) − 2πfcτ + ϕ] exp[jφn−s]

= exp

[
j(2π(fc + fd)t) − 4πfc

c
R + ϕ

]
exp[jφn−s]

(2)

と表される．ここで，ドップラ周波数 fd = 2vfc/c，v

は目標相対速度，c は光速である．また，s は時間遅

延量であり，目標距離を R とすると以下の式にて与

えられる．

Tws ∼= τ =
2R

c
(3)

この受信波は搬送波周波数 fc にてミキシングされ，

ベースバンド信号に変換され，受信信号として

x(t, n)=exp

[
j

(
2πfdt− 4πfc

c
R

)]
exp[jφn−s] (4)

が得られる．

提案法 (a)は，図 2に示すように A/Dサンプリン

グの取得タイミングを Tw(N + 1) 遅延させた受信信

号を，時間遅延サンプル k (= 0, 1, . . . , N − 1)ごとに

得られる sn 方向の受信信号を用いて，相対速度 v 及

び距離 R の推定を行う．サンプル番号 sn と等価時間

サンプリングにおける実時間 tsn,k を以下式にて定義

する．

tsn,k = Tw(N + 1)(sn + k) (5)

図 3 提案法 (a) の距離と速度推定までの信号処理フロー
Fig. 3 Signal processing flow of range/velocity

estimation of the method (a).

よって，等価時間サンプリング後の時間遅延サンプル

k ごとの n 方向の受信信号 xETS (sn, k) は

xETS (sn, k)

= exp

[
j

(
2πfdTw(N + 1)(sn + k) − 4πfc

c
R

)]
· exp[jφn+k−s] (6)

(n = mod(sn, N))

と記述される．以下，図 3に示す信号処理フローに従

い，目標速度と距離推定法について述べる．等価時間

サンプリング後の受信信号 xETS (sn, k) に対して，時

間遅延サンプル k ごとに PN符号 φn を参照関数とし

て複素共役積にて符号補正を行う．

X(sn, k)

= xETS (sn, k) · exp[jφn]∗

=

⎧⎪⎪⎪⎪⎪⎪⎪⎪⎪⎪⎨
⎪⎪⎪⎪⎪⎪⎪⎪⎪⎪⎩

exp

[
j

(
2πfdTw(N + 1)(sn + k) − 4πfc

c
R

)]
· exp[j(φn+k−s − φn)]

(k �= s)

exp

[
j

(
2πfdTw(N + 1)(sn + k) − 4πfc

c
R

)]
(k = s)

(7)

ここで，式 (7)中の ∗ は複素共役を示す．図 2に示す

ように，時間遅延量 s と時間遅延サンプル k が一致

する場合，式 (7)より参照関数の複素共役積後の受信

信号の sn 方向の位相勾配はドップラ周波数 fd のみ

に依存する関数となる．符号補正後の時間遅延 k ごと

の受信信号に対して sn 方向フーリエ変換によりドッ

プラ周波数 fd が求められる．

F (l, k) =

M0−1∑
sn=0

X(sn, k) exp

(
−2πj

sn

M0
l

)
(8)

(
M0 = M − M

N

)

ここで，l（= 0, 1, . . . , M0 − 1）は離散フーリエ変
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換の出力周波数チャンネル番号である．式 (7)を式 (8)

に代入後の振幅値 |F (l, k)| は

lpeak ∼= fdTw(N + 1)M0 (9)

のとき，ピークが得られる．よって，符号補正後の時

間遅延サンプル k ごとの受信信号に対するフーリエ変

換の出力振幅値がピークとなる周波数番号 lpeak と時

間遅延サンプル kpeak を検出することにより，目標の

距離と相対速度が

V̂ = fd
λ

2
=

lpeak
Tw(N + 1)M0

λ

2
(10)

R̂ =
cTw

2
kpeak (11)

と紐付されて求められる．

2. 1. 3 提案法 (a)の課題

以上より，提案法 (a)の利点として低速のサンプリ

ングレートにてチップ幅 Tw に相当する高距離分解能

が得られる．一方で，本方式は目標検出に関して，ま

えがきでも述べたように，PN符号を用いた符号変調

CW方式に伴う以下に示す三つの課題を有する．

・PN符号を用いた符号変調 CW方式の PSLの下限

値は，符号数 N に依存する 20 log N [dB]で与えられ

るため，検知できる目標の電力が最大電力をもつ目標

から 20 log N [dB]までに限られる．このため，弱信号

の検出には，長い符号長が必要となるが，サンプリン

グ周期は (N + 1)Tw であるため，符号長 Nが増える

とサンプリング周期が長くすなわち，観測時間当たり

のサンプリング点数が減少する．信号処理利得は，式

(8)における 10 log（サンプリング点数）[dB]である

ため [8]，サンプリング点数の低下に伴い信号処理利得

が低下し，S/N比が低下する（課題 1）．

・弱信号と近い距離に強信号が存在する場合（例えば送

信アンテナからの直接波のある環境において，近距離

にレーダ反射面積（Radar Cross Section，RCS）の

小さい目標が存在する場合），弱信号に強信号のメイ

ンローブが重畳し，弱信号の検出が困難となる（課題

2）．

・式 (7)から示されるように，符号の位相遅延量 s と

一致する信号成分以外に符号の位相遅延量 s と時間遅

延サンプル k が一致しない信号成分が存在するとき，

その信号成分が雑音となるため，PSLが劣化する（課

題 3）．例として，送信アンテナからの直接波とドップ

ラをもつ目標が存在する場合，式 (7)に示すように符

号補正後の信号は目標と直接波（fd = 0）の線形和と

なる．直接波に対する時間遅延量を s0，目標に対する

時間遅延量を s1（s1 は符号補正により消去される）と

すると，

X(sn, k)

= xETS (sn, k) · exp[jφn]∗

= A0 exp

[
−4πjfc

c
R0

]
· exp[j(φn+k−s0 − φn)]

+A1 exp

[
j

(
2πfdTw(N+1)(sn+k)− 4πfc

c
R1

)]
(12)

となり，式 (12) の第一項（直接波の信号成分）が目

標の信号成分に対して雑音となる．ここで，A0 と A1

はそれぞれ A/D変換器で受信時の直接波の振幅及び

目標の振幅である．提案法 (a) における PSL は，符

号長で決められる 20 log(符号長) と上記雑音を含んだ

信号処理後の S/Nの小さい方となる．

2. 2 提案法 (b)

2. 2. 1 提案法 (b)の概要

PN符号を用いた符号変調CW方式における 2. 1. 3

で述べた課題 1及び課題 2について，近距離レーダの

ように送受信を切り替えないレーダの場合，一般的に

最大電力となる信号は，送信アンテナから受信アンテ

ナへの直接波である．送信アンテナから受信アンテナ

への直接波による影響は，ハードウェアの小型化が求

められる ITS 産業分野（車載レーダ等）での応用に

おいては，送受信アンテナ間のアイソレーションの確

保の困難さが想定されるため対処せざるを得ない課題

である．また，PN符号を用いた符号変調 CW方式で

は課題 3 の受信波に含まれるドップラの影響により，

PSLが符号数に依存する電力差よりも劣化する．これ

に対して，2種類の PN符号による符号変調 CWを用

いるドップラ補償法が過去に報告されているが，ドッ

プラ補償用に 2種類の送信波形を必要とするため観測

時間が増大するという課題がある [9]．

本章では，2 台の A/D 変換器を用いて上記の PN

符号を用いた符号変調 CW方式の課題と等価時間サン

プリングによる S/N 改善能力の低下に対処する提案

法 (b)の受信信号及び信号処理を定式化によって示す．

提案法 (b)における信号処理は以下のとおりである．

1© 送受信信号は，提案法 (a) と同様に PN 符号にて

符号変調された符号変調 CWを採用する．

2© 新たに速度検出用に A/D変換器を追加し，図 4に

示すように同一符号をサンプリングする．サンプ
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図 4 提案法 (b) における速度推定用及び距離推定用サンプリングタイミング（図中の矢
印はサンプリングタイミングを示す．図は例として s = 1 のとき）

Fig. 4 Transmission sequence and sampling timing of the method (b). The arrows

in the figure indicates the sampling timing.

リング後のデータに対し，フーリエ変換による速

度推定を行う．

3© ドップラシフトによる PSL の劣化の抑制のため，

速度検出用サンプリングにて検出された目標推定

速度を用いて距離推定（相関処理）の前にドップ

ラ補償を行う．

4© 図 4 に示すように，符号長（繰り返し周期）より

1チップ長いサンプリング周期にて符号方向の受信

信号のサンプルを取得する．変調符号 φn を参照

関数とする相関処理にて目標距離を推定する

5© 検出できる目標電力の下限値が符号長に依存する

課題に対して，CA法 [10]の概念に基づき，速度，

距離，複素振幅の検出信号をもとに，最大電力の

目標の疑似信号を生成し，受信信号から減算する．

電力の大きい目標から順に検出と減算処理を繰り

返す．

以下，提案法 (b)における送信信号・受信信号の定

式化及び相対速度・距離推定法について示す．

2. 2. 2 提案法 (b)における信号処理

提案法 (b) においても，提案法 (a) と同様に図 4

に示す PN 符号にて符号変調された CW 信号が繰

り返し送信される．新たに速度検出用として，同一

符号周期 Tw · N で Mv（= M）点（mv = 0, 1, . . .

N − 1, ..Mv − 1）サンプリングを行う．このとき，サ

ンプリング後の受信信号 xv は

xv(mv)

=

{
exp[2πj(fd ·Tw ·N ·mv)] exp[j(φN−s)] (s �=0)

exp[2πj(fd ·Tw ·N ·mv)] exp[j(φ0)] (s=0)

(13)

図 5 提案法 (b) における信号処理フロー
Fig. 5 Signal processing flow of range/velocity

estimation of the method (b).

距離推定には提案法 (a)と同様に，サンプリング周期

(N +1)Tw でMr 点（ �= M）（mr = 0, 1, . . . , N −1,

. . . Mr − 1）等価時間サンプリングにて取得される以

下の式に示す受信信号を用いる．

xr(mr) = exp

[
j

(
2πfdTw(N + 1)mr − 4πfc

c
R

)]
· exp[jφn−s] (14)

(n = mod(mr, N))

式 (14)から，ドップラ周波数 fd による位相回転が補

償されると，目標距離 R における時間遅延による符

号変調 φn の位相回転のみに依存する関数であること

が分かる．図 5に示す信号処理フローに従い，目標速

度と距離の推定法について述べる．まず，サンプリン

グ周期 Tw ·N の速度検出用サンプリング後の mv 方

向にフーリエ変換を行う．
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図 6 速度検出用として PN 符号の 1 周期内にサンプルする回数（図は例として SP = 3

のとき）
Fig. 6 The number of samples in PN code sequence for velocity estimation.

Fv(l) =

Mv−1∑
mv=0

xv(mv) exp

(
−2πj

mv

Mv
l

)
(15)

ここで，l（= 0, 1, . . . , Mv − 1）は離散フーリエ変換

の出力周波数チャンネル番号であり，振幅値 |Fv(l)| は

lpeak ∼= fd · Tw · N · M (16)

のときピークが得られる．ピーク周波数番号 lpeak に

より目標相対速度は V̂

V̂ = fd
λ

2
=

lpeak
Tw · N · Mv

λ

2
(17)

と求められる．ここで式 (13)から示されるように提案

法 (b)の速度検出処理においては，距離が異なる目標

が存在する場合においても式 (15)の mv 方向のフー

リエ変換には符号の干渉がないことがわかる．

距離推定用サンプルにおける受信信号 xr(mr) にお

ける変調符号 φn の位相回転から目標距離を求める．

そこで，式 (17)の目標速度検出用サンプリングによっ

て得られる目標相対速度を用いて，ドップラによる時

間差に依存する位相差を補正（ドップラ補償）するこ

とでドップラの影響による，PSL劣化（課題 3）に対

処する．

H(mr)

= xr(mr)·exp

[
−2πj

(
lpeak

Tw ·N ·Mv
Tw(N +1)mr

)]

= exp

[
j

(
2πfdTw(N +1)mr− 4πfc

c
R

)]
·exp[jφn−s]

·exp

[
−2πj

(
lpeak

Tw ·N ·Mv
Tw(N +1)mr

)]

= exp

[
j ·

((
2π

(
fd− lpeak

Tw ·N ·M
)
·Tw ·(N +1)·mr

)

− 4πfc

c
R

)]
exp[jφn−s]

∼= exp

[
j ·

(
−4πfc

c
R

)]
exp[jφn−s]

= exp

[
j ·

(
−4πfc

c
R

)]
exp[jφmod(mr,N)−s] (18)

ドップラ補償後の受信信号 H(mr) に対し変調符号 φn

を参照関数とする相関処理にて目標距離を推定する．

C(k)=

Mr−1∑
mr=0

H(mr)·exp[jφn−k]∗

=

Mr−1∑
mr=0

H(mr)·exp[jφmod(mr,N)−k]∗ (19)

式 (18)を式 (19)に代入すると，相関処理出力におけ

る振幅値 |C(k)| は，
kpeak

∼= s (20)

のときコヒーレント積分となり，ピークサンプル番号

kpeak から目標距離 R̂ は

R̂ =
cTw

2
kpeak (21)

と Tw に相当する高距離分解能が得られる．

ここで，提案法 (b)における PSLは，符号長で決め

られる 20 log(符号長) と信号処理後の S/N（受信時の

S/Nに信号処理利得 10 log(Mr) を加えたもの）の小

さい方となる．提案法 (a)における課題 1と同様の理

由で，等価時間サンプリングによる信号処理利得の低

下に伴い，S/N が低下することが考えられる [8]．以

下の処理は A/D変換器のハードウェア的負荷が許容

される範囲内で処理に加えることで，誤検知の低減に

つながると考えられる．速度検出用の A/D変換器が

PN符号の 1周期内にサンプルする回数を前述の 1回

から図 6 に示すように SP（sp = 0, 1, . . . SP−1）に

増加させることを考える（図 6では SP = 3 のとき）．

サンプリング周期 Tw(N/SP) の等価時間サンプリン

グ後の mv 方向と sp 方向の受信信号 xv(mv, sp) に

対して，符号サンプル番号 sp ごとに mv 方向にフー

リエ変換を行う．

Fv(l, sp)=

Mv−1∑
mv=0

xv(mv, sp) exp

(
−2πj

mv

Mv
l

)

(22)
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ここで，l（= 0, 1, . . . , M−1）は離散フーリエ変換の

出力周波数チャンネル番号であり，振幅値 |Fv(l, sp)|
は

lpeak ∼= fd ·Tw ·N ·Mv (23)

のときピークが得られる．更に，mv 方向のフーリエ

変換後の周波数スペクトル |Fv(l, sp)| を sp方向にイ

ンコヒーレント積分（スカラ積分）にて加算平均を

行う．

Fv mean(l) =
1

SP

SP−1∑
sp=0

|Fv(l, sp)| (24)

sp方向に加算平均を行うことで，雑音（レイリー分布）

の周波数領域の分散が抑えられるため，誤検知の低減

が期待される．更に，提案法 (b) では符号変調 CW

方式の課題（ 1）～（ 2）を解決するために，多重波の

周波数分離推定手法として知られている CA（Cyclic

Algorithm）法の概念に基づき，速度検出結果と距離

推定結果の推定振幅の大きい順に，検知信号の目標相

対速度 V̂，距離 R̂，複素振幅 A(V̂ , R̂) に基づき疑似

信号を生成し，受信信号に対して減算する．検出目標

数 Det，検出目標番号を det = 0, 1, . . . ,Det−1 とす

ると検知信号の疑似信号 xr detは 式 (14)から，

xr det(mr, R̂det, V̂det, A)

= A exp

[
2πj

2V̂det

λ
·Tw ·(N +1)

·(mr−s′(R̂det))+φn−s′(R̂det)

]
(25)

と表される．ここで，s′(R̂) は推定距離における時間

遅延のサンプル数であり

s′(R̂) =

⌊
2R̂

c

1

Tw

⌋
(26)

と表される．本方式において振幅 A は距離推定にお

ける式 (19) の複素振幅から求められる．また，受信

信号がコヒーレント性の保持された式 (25) の検知信

号 xr det の線形和により重畳していると仮定すると，

原信号に対する減算により以下式に示す受信信号が得

られる．

Δxr(mr)

= xr(mr)

−
Det−1∑
det=0

xr det(mr, R̂det, V̂det, A) (27)

このように，距離推定における相関処理では，距離

推定の出力振幅の大きい順に検知信号の減算を繰り返

し行い，速度検出の出力振幅の大きい順に式 (18) の

ドップラ補償，式 (19)の相関処理を適用し，検出速度

に応じた目標距離を推定する．提案法 (b)では，検出

される最大電力をもつ信号の疑似信号を生成し，受信

信号に対して減算することにより，検出できる目標電

力の下限値が，信号の最大電力から符号数に依存する

電力差に限られる課題に対して，検出対象の信号が雑

音より大きいとき，目標の検出が期待される手法であ

る．また，上記理由により，提案法 (a)に比べ短い符

号長で目標速度と距離の推定が可能であることが期待

される．

3. 実験的検証

本章では，提案法 (a)及び提案法 (b)の基本的な目

標検出性能を示すために，移動 1目標環境及び等速複

数目標環境における実験結果を示し，異速複数目標環

境において，FMCW方式との目標検出性能の比較結

果を示す．ここで，各種変調方式の送信パラメータを

表 1に示す．各種変調方式の目標検出性能を比較する

ために，送信帯域幅，観測時間を統一する．本実験に

おいて用いられるレーダの RF部は送受信アンテナ間

の距離が 70mmと短く，送信アンテナからの直接波が

最大受信電力となる．実験に使用するハードウェアの

都合上，送信帯域幅は 50MHzとなっている．使用す

る符号は代表的な PN符号であるM系列 [11]とする．

表 1 各種変調方式における送信パラメータ
Table 1 Radar parameter of each method.
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図 7 提案法 (a) による移動 1 目標環境における速度距離推定結果（(a) 距離速度推定結
果，(b) 速度推定結果 (距離 0m)，(c) 距離推定結果（速度 0km/h），(d) 速度推定
結果 (距離 9m)，(e) 距離推定結果 (速度 −4.2km/h)）

Fig. 7 Velocity and range estimation results by the method (a) ((a) Range and

velocity estimation result, (b) Velocity estimation at the range of 0m,

(c) Range estimation at the velocity of 0km/h, (d) Velocity estimation at

the range of 9m, (e) Range estimation result at the velocity of −4.2km/h).

提案法 (a)と提案法 (b)の符号数に関して，2. 2. 2で

述べたとおり，提案法 (b)は提案法 (a)に比べて必要

な符号数が少ないことから，ここでは提案法 (a)及び

提案法 (b)の符号数をそれぞれ 1023及び 127とする．

また，提案法 (b)では，速度推定用の A/D変換器と

してハードウェア的負荷が比較的低いと思われるサン

プリング周波数を数MHzまで許容したときの結果も

合わせて示す．本実験では，提案法の上記特性につい

て議論に限定するため，観測時間内に目標はチップ幅

に相当する距離（距離分解能）を超えない速度とする．

3. 1 移動 1目標環境における実験結果

電波暗室において，十分な S/N を確保するために

アクチュエータに取り付けられたコーナリフレクタ

（RCS = 10dBsm）を移動目標とし，レーダに対して

視線方向に速度 −4km/h で距離 10m～11.6m（入力

S/N約 13dB）の範囲を移動させる．提案法 (a)にお

ける信号処理結果を図 7に示す．図 7 (a)は提案法 (a)

における式 (8)の振幅値を示したものである．図 7 (a)

において，図中の矢印で示す二つのピークが確認され

る．最大電力に対応するピークは，距離と速度から，

送信アンテナから受信アンテナへの直接波であると考

えられる．図 7 (a) における最大電力に対応するピー

クについて，図 7 (b) は，式 (8) において距離 0m に

対応する速度検出結果であり，図 7 (c)は速度 0km/h

に対応する距離推定結果である．同様に，図 7 (a) に

おける二つ目のピークについて，図 7 (d)は距離 9.0m

に対応する速度検出結果，図 7 (e)は速度 −4.2km/h

に対応する距離推定結果である．ここで，図 7 (e) よ

り式 (7)における位相遅延量 s と一致しない信号成分

（ここでは直接波）が雑音となって干渉し，PSLが平

均で −10dB程度にとどまっていることが確認される．

ここで，図 7 (a) における速度 0km/h に対応する距

離推定結果において，サイドローブレベルが目標の速

度に対応する距離推定結果よりも低くなっている．提
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図 8 提案法 (b) による移動 1 目標環境における目標速度及び距離推定結果 ((a) 速度検
出結果，(b) 距離推定結果（速度 0km/h），(c) 距離推定結果（速度 −4.2km/h）

Fig. 8 Velocity and range estimation results in the single target situation using

the method (b) ((a) velocity detection result, (b) range estimation result

corresponding to the velocity of 0km/h, (c) range estimation result corre-

sponding to the velocity of −4.2km/h).

図 9 提案法 (a) による静止複数目標環境における速度距離推定結果（(a) 距離速度推定
結果，(b) 速度推定結果 (距離 0m)，(c) 距離推定結果（速度 0km/h））．

Fig. 9 Velocity and range estimation results by the method (a) in the multiple sta-

tionary target situation ((a) Range and velocity estimation result, (b) Ve-

locity estimation at the range of 0m, (c) Range estimation at the velocity

of 0km/h).

案法 (a)において速度 0km/h における距離推定結果

で雑音となるのは，式 (7) と式 (12) より速度をもつ

目標の信号成分である．一方，目標の速度に対応する

距離推定結果で雑音となるのは，直接波の信号成分で

ある．本実験セットアップでは，送信アンテナから受

信アンテナへの直接波が最大電力となり，この電力が

目標の電力に比べ大きいため，目標の距離推定結果に

おいてはこれが雑音となり，PSL が大きく劣化する．

一方で，直接波に対応する距離推定結果の方がこの雑

音（目標の信号成分）の影響が小さい．これは後述の

図 9 (a)及び図 12 (a)においても同様である．

次に，提案法 (b) を用いた場合の信号処理結果を
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図 10 提案法 (b) による静止複数目標環境における目標速度及び距離推定結果 ((a) 速度
検出結果，(b) 距離推定結果（速度 0km/h），(c) 最大電力減算後の距離推定結果
（速度 0km/h），(d) 目標 1 減算後の距離推定結果（速度 0km/h），(e) 目標 2 減
算後の距離推定結果（速度 0km/h）

Fig. 10 Velocity and range estimation results in the multiple stationary target

situation using the method (b) ((a) velocity detection result, (b) range

estimation result corresponding to the velocity of 0km/h, (c) range es-

timation result after subtraction of largest signal component, (d) range

estimation result after subtraction of 2nd largest signal component cor-

responding to the velocity of 0km/h, (e) range estimation result after

subtraction of 3rd largest signal component).

図 8 に示す．図 8 (a) は式 (15) 及び式 (24) に示す目

標速度検出用サンプリングによる目標速度検出結果

（実線：加算平均あり，点線：加算平均なし），図 8 (b)

は，速度 0km/hに対応する距離推定結果，図 8 (c)は，

−4.2km/h に対応する距離推定結果である．図 8 (a)

より，同一符号間隔の速度検出用サンプリングにおい

て，移動目標と送信アンテナからの直接波が分離さ

れて検出されていることがわかる．また，ドップラ周

波数スペクトルの加算平均にて雑音の分散の低減が

確認される．図 8 (c) の距離推定結果においても速度

推定用サンプルを用いたドップラ補償にて，距離方向

の PSL は平均で 41dB 程度となり符号長に依存する

PSL（20 log(127) = 42dB）と同程度まで改善されて

いることが確認される．また，検知信号の減算処理に

よって，送信アンテナからの直接波の成分が 40dB程

度抑圧されていることがわかる．

3. 2 等速複数目標環境における実験結果

検知できる目標の電力が，最大電力をもつ目標から

符号数に依存する課題と強信号のメインローブにより

弱信号の検出が困難となる課題（提案法 (a)における

課題 1及び課題 2）に対する提案法 (b)の改善効果を

示すために，設定条件として，提案法 (a)における課

題 1 及び課題 2 のみが発生する条件として，送信ア

ンテナからの直接波と同じドップラ周波数をもつ静止

目標を 1.25m，5m，10mの距離に配置する．ここで，

送信アンテナからの直接波との電力差を大きくする目

的のため，本実験では静止目標はコーナリフレクタを

用いず，プラスチックのポールとする．

目標 1：距離 1.25m，相対速度 0km/h

目標 2：距離 5m，相対速度 0km/h
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目標 3：距離 10m，相対速度 0km/h

提案法 (a) における信号処理結果を図 9 に示す．

図 9 (a)は図 7 (a)と同様，式 (8)の振幅値を示したも

のである．図 9 (b)は，距離 0mに対応する速度検出

結果である．図 9 (c) は速度 0km/h に対応する距離

推定結果である．図 9 (a)～(c) より，距離 0m，速度

0km/hにおいてピークが確認され，送信アンテナから

の直接波であると考えられる．図 9 (c)より距離 12m

に目標 3に対応するピークが確認されるが，その他の

二つの目標については，送信アンテナからの直接波の

メインローブにより確認されない．PSL については，

ドップラを有する目標が存在しないため，符号長に依

存する（20 log(1023) = 60dB）となっていることが

確認される．

次に，提案法 (b) を用いた場合の信号処理結果を

図 10に示す．図 10 (a)は，目標速度検出用サンプリ

ングによる目標速度検出結果（実線：加算平均あり，

点線：加算平均なし），図 10 (b) は，速度 0km/h に

対応する距離推定結果である．図 10 (b)において，距

離 0mすなわち直接波以外に目標は確認されない．ま

た，PSLは符号長に依存する約 −42dB（20 log 127）

となっている．送信アンテナからの直接波の疑似信号

を生成し，減算した結果を図 10 (c)に示す．距離 3m

に目標 1に対応するピークが確認される．同様に，目

標 1 の疑似信号を生成し，減算処理を施した結果を

図 10 (d) に示す．図 10 (d) において，距離 6m 及び

距離 12mに目標 2及び目標 3に対応するピークがそ

れぞれ確認される．最大電力である距離 6mの目標に

対して，同様の処理を行った結果を図 10 (e) に示し，

距離 12m において目標 3 に対応するピークが確認さ

れる．

本実験において，提案法 (b)により最大電力である

直接波のメインローブの影響を受ける 10m 以内にお

ける検知性能（逆光，悪天候，夜間，車高の高い車両

などに用途においては重要）向上が示された．また，

ここで示された手法は同様に，大きな目標（大型車等）

に対して適用することでその近くに存在する小さな目

標（人物等）の検知性能向上が期待されるものである．

3. 3 異速複数目標環境における実験結果

異速 2目標試験として，3. 1で示した実験で用いた

コーナリフレクタを以下の条件で配置する．

目標 1：距離 5～6.6m，相対速度 4km/h（視線方向）

目標 2：距離 10～11.6m，相対速度 −2km/h（視線

方向）

図 11 FMCW 方式による移動 2 目標環境におけるビー
ト周波数 ((a) up 掃引信号，(b) down 掃引信号)

Fig. 11 Beat frequency spectrum for two targets and

direct signal from the transmission antenna

((a) up-chirp signal, (b) down-chirp signal).

まず，比較方式である FMCW方式におけるビート

周波数の推定結果を図 11に示す．図 11 (a)は up掃引

におけるビート周波数，図 11 (b)は down掃引におけ

るビート周波数である．図 11からわかるように down

掃引と up掃引にてそれぞれ三つのスペクトルのピー

クが得られている．これより，三つのピークは送信ア

ンテナからの直接波，目標 1及び目標 2に対応するも

のと考えられる．down 掃引と up 掃引のスペクトル

からそれぞれの目標に対応するスペクトルのピークの

選び方は 6通りあり一意に定まらない（ペアリングの

課題）．更に目標数が増える条件においてはより複雑

な問題となる．

提案法 (a) による信号処理結果を図 12 に示す（入

力 S/Nは目標 1と目標 2でそれぞれ約 25dB及び約

13dB）．図 12 (a)は提案法 (a)式 (8)の振幅値を示し

たものであり，図中の矢印で示す三つのピークが確認

される．図 12 (b)及び (c)は，図中の矢印で示す距離

6m に対応する速度推定結果及び速度 4.2km/h に対

応する距離推定結果である．また同様に，図 12 (d)及

び (e)は図中の矢印で示す距離 12mに対応する速度推

定結果及び速度 −2.1km/h に対応する距離推定結果

である．図 12 よりペアリング処理を行うことなく二

つの目標に対応するピークが確認される．提案法 (a)
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図 12 提案法 (a) による異速 2 目標環境における速度距離推定結果（(a) 距離速度推定
結果，(b) 速度推定結果 (距離 6m)，(c) 距離推定結果（速度 4.2km/h），(d) 速
度推定結果 (距離 12m)，(e) 距離推定結果 (速度 −2.1km/h)）

Fig. 12 Velocity and range estimation results by the proposed method (a) in

the multiple target situation where the targets have different velocities

((a) Range and velocity estimation result, (b) Velocity estimation at the

range of 6m, (c) Range estimation at the velocity of 4.2km/h, (d) Velocity

estimation at the range of 12m, (e) Range estimation at the velocity of

−2.1km/h).

では，移動 1目標環境における実験結果と同様，他の

目標（直接波を含む）が雑音となり，PSLがそれぞれ

−8dB，−4dBにとどまっている．

提案法 (b) による信号処理結果を図 13 に示す．

図 13 (a)は速度検出結果，図 13 (b)及び (c)は各目標

における距離推定結果であり，移動 1目標環境におけ

る実験と同様に，信号強度の大きい直流成分，目標 1

の推定速度，目標 2推定速度の順に，減算処理を適用

する．図 13 (a)から，送信アンテナからの直接波（速

度 0km/h），目標 1及び目標 2のドップラ周波数であ

る 4.2[km/h]及び −2.1[km/h]をそれぞれ分離してい

ることがわかる．図 13 (b)と (c)から，速度の異なる

6.0[m]と 9.0[m]に目標 1及び目標 2に対応するピー

クが得られていることがわかる．

4. む す び

本論文では，等価時間サンプリングを用いること

で，低いサンプリングレートにて高い距離分解能を有

する等価時間サンプリング符号変調 CW 方式につい

て二つの方式（提案法 (a) 及び (b)）を提案した．提

案法 (a)は等価時間サンプリング方式と符号変調 CW

方式を組み合わせた方式であり，FMCW方式で課題

となる複数目標環境下においてもペアリング処理を行

うことなく複数の目標を検知することが可能である

ことを示した．一方，3. 1及び 3. 3で示した図 7 (a)，

図 12 (a)におけるドップラをもつ目標の距離推定結果

に対して，PSLを劣化させている要因は送信アンテナ

から受信アンテナへの直接波である．送信の漏れ込み

の影響が少なく（すなわち送受アイソレーションが良

好な場合）この影響は小さくなり，図 7 (a)，図 12 (a)
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図 13 提案法 (b) による移動 2 目標環境における目標速
度及び距離推定結果 ((a) 速度検出結果，(b) 距離
推定結果（速度 4.2km/h），(c) 距離推定結果（速
度 −2.1km/h）)

Fig. 13 Velocity and range estimation results in

the multiple target situation using proposed

method (b) ((a) velocity detection result, (b)

range estimation result at the velocity of

4.2km/h, (c) range estimation result at the

velocity of −2.1km/h.

に示す PSL よりも改善が期待される．また，目標が

ドップラをもたない場合，3. 2で示した図 9に示すよ

うに PSL の劣化なく目標の距離推定を行えるが，強

信号と弱信号が近い距離に存在するとき強信号のメイ

ンローブにより弱信号の検出が困難となる例を示した．

提案法 (b) は，同一符号周期の速度検出用の A/D

変換器を追加し，観測時間が伸びることなく 1種類の

送信波形を用いて距離推定の前処理としてのドップラ

補償により PSL の劣化が抑制される手法である．更

に検知できる目標の電力が最大電力をもつ目標から符

号数に依存する電力差までに限られる課題に対して，

検出される最大電力をもつ信号の疑似信号を生成し，

受信信号に対して減算することにより，弱信号の検出

が期待される．電波暗室における基本的な条件のもと

実施した提案法の原理検証実験にて，移動 1目標環境

における実験では，速度検出用サンプリングの追加に

より検出したドップラ周波数を用いてドップラ補償を

行うことで PSL 特性劣化へのドップラの干渉の影響

を低減することを示した．等速複数目標環境における

実験では，検知できる目標の電力が最大電力をもつ目

標から符号数に依存する電力差までに限られる課題に

対して，検出される最大電力をもつ信号の疑似信号を

生成し，受信信号に対して減算することによる弱信号

の検出について実験的に示した．FMCW方式との性

能比較実験では FMCW方式でペアリングが起こる異

速 2目標環境においても，目標を分離できることを実

験的に示した．

提案法 (b)において，実験では信号処理後の S/Nが

42dBよりも大きく，20 log（符号長）を達成している

と考えられる．2. 2. 2でも述べたように，提案法 (b)

における PSLは，符号長で決められる 20 log(符号長)

と信号処理後の S/Nの小さい方となる．提案法 (b)に

おいてより長い符号長を用いると符号長で決められる

PSLは改善するが，提案法 (a)の課題 1でもふれたよ

うに，サンプリング点数の低下に伴い信号処理利得が

低下し，信号処理後の S/N 比が低下する．実運用で

は，これらが同等となるように観測対象に合わせて適

当な符号長が選択されることが望ましいと思われる．

本論文で示した実験結果は提案法の原理検証のための

基礎実験であり，送信帯域はハードウェアの都合上，

50MHzとなっている．これより，距離分解能は 3mと

なり，実際の目標距離から差異が生じている．今後は，

より広帯域な送信帯域を有する実験装置にて実験を行

い，またそれに伴い生じる観測時間内における目標の

チップ幅に相当する距離を超える移動の影響について

考察する．また，他レーダの直接波である干渉波の抑

圧や静止不要反射物の存在する屋外環境における目標

検出能力の向上の検討が今後の課題である．
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